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１　航空事故調査の経過

１.１　航空事故の概要

日本フライングサービス株式会社所属セスナ式１７２Ｇ型Ｊ３３００は、昭和５９年５月９ 

日取材飛行のため広島空港を離陸滑走中、浮上後滑走路を逸脱し、１６時１９分ごろ同空港 

芝地に墜落した。同機には機長ほか同乗者１名が搭乗していたが機長は重傷、同乗者は軽傷 

を負った。同機は大破したが火災は発生しなかった。

１.２　航空事故調査の概要

１.２.１　事故の通知及び調査組織

航空事故調査委員会は、昭和５９年５月９日１６時３０分ごろ運輸大臣から事故発生 

の通知を受け、直ちに当該事故の調査を担当する主管調査官を指名した。



１.２.２　調査の実施時期

昭和５９年５月１０日～１１日 現場調査

昭和５９年６月５日 機長座席の滑り試験

昭和５９年６月９日 同型機による加速度測定及び機長座席の滑り試験

昭和５９年６月１１日～２１日 座席ストッパの破面及び材質調査

昭和５９年７月１０日 機長座席分解調査

１.２.３　原因関係者からの意見聴取

原因関係者として、機長から昭和５９年１０月１２日意見聴取を行った。

２　認定した事実

２.１　飛行の経過

ＪＡ３３００は、事故当日、報道取材のためチャーターされた。

機長が広島空港事務所へ提出した飛行計画によれば、同機は広島空港を１６時０５分に出 

発し、有視界飛行方式により広島県豊田郡安浦町を取材し、１８時に同空港へ帰投すること 

になっていた。

同機は、機長のほかカメラマン１名が乗り込み、１６時１６分ごろ、スポット１４におい 

て広島空港タワー（以下「タワー」という。）に離陸の許可を求めた。タワーは、全日空 

６７９便ボーイング式７３７－２００型機（以下「全日空機」という。）の着陸直後であった 

が、後続機のないところから、同機に対しＴ１誘導路（同空港東側誘導路）から滑走路２２ 

に入って待機するよう指示した。同機は直ちに滑走路２２に入り、付図１の２の地点で、待機 

した。

全日空機は滑走路０４末端で１８０度旋回を行ったのち、滑走路上を地上滑走し、Ｔ３誘導 

路（同空港西側誘導路）からスポットに入った。タワーは、全日空機がスポットに停止した 

後、ＪＡ３３００に対して離陸の許可を与えた。

その後、同機が事故に至るまでの経緯は、機長及び目撃者の口述並びに地上痕跡を総合す 

ると、次の通りであった。

同機の機長は、１６時１９分ごろ、ゆっくりスロットルを進めて離陸滑走を開始した。同 

機は約５０メートル滑走した時点で、急激に機長座席が後方に滑り、衝撃音とともに極端な



機首上げ姿勢となった。機長は左手でドアポストにあるストラップを、右手で操縦輪を握り 

方向舵に足をかける努力を続けながら、同機の姿勢を直そうとした。同機の主車輪を接地し 

たままの極端な機首上げ姿勢を目撃したタワーは、注意をうながそうとして送信をはじめた 

が、間もなく通常に見える姿勢にもどったため、送信を中止した。

同機は、通常よりは遅い速度で滑走を続け、離陸滑走開始地点から約１５０メートル滑走し 

た地点で、再び極端な機首上げ姿勢となって浮上し、左傾しながら滑走路を逸脱したのち、 

Ｔ３誘導路付近に墜落した。同機は付図１の７の地点（離陸滑走開始地点から約２７０メート 

ル）の排水溝に両主脚を突込み、機首方位約２８０度で停止した。

２.２　人の死亡、行方不明及び負傷

機長は重傷、同乗者は軽傷を負った。

２.３　航空機の損壊に関する情報

２.３.１　損壊の程度 

大破

２.３.２　航空機各部の損壊の状況

主翼 両翼端部変形、破損

左水平尾翼 変形

胴体 右主脚取付部付近破損、後部胴体湾曲

前脚 脱落破損

エンジン 下部大破

プロペラ 湾曲

機長座席 前脚は取付けレールから外れ、左前脚変形、同座席用ストッパ破壊

２.４　航空機以外の物件の損傷

なし

２.５　乗組員に関する情報

２.５.１　機長 男性 ５７才

事業用操縦士技能証明書 第１７３２号

昭和４０年２月１７日取得



限定事項 飛行機陸上単発

昭和４０年２月１７日

操縦教育証明 第４３４号

昭和４３年１０月８日

第１種航空身体検査証明書 第１２２００２１１号

有効期限 昭和５９年１２月１２日

総飛行時間 ３,９９２時間５５分

同型式機飛行時間 １,０５２時間３０分

最近３０日間の飛行時間 １３時間２８分

２.６　航空機に関する情報

２.６.１　航空機

型式 セスナ式１７２Ｇ型

製造年月日 昭和４１年７月２２日

製造番号 第１７２５４８９２号

耐空証明書番号 第大－５８－３６９号

有効期限 昭和５９年１２月５日

総飛行時間 ２,４１９時間４２分

前回１００時間点検後の飛行時間 ７時間４５分

２.６.２　重量及び重心位置

事故当時、同機の重量は１,９６０ポンド、重心位置は４１.１インチと推定され、いずれ 

も許容範囲（最大離陸重量２,３００ポンド、事故当時の重量に対応する重心範囲３５.１～ 

４７.０インチ）内にあったものと認められる。

２.６.３　燃料及び潤滑油

燃料は航空ガソリン１００／１３０、潤滑油はＷ８０であり、いずれも規格品であっ 

た。

２.６.４　機長座席

機長座席の座席調節ピン（以下「ピン」という。）は、リンク機構を介して前後調節 

ノブとフレーム間に張られたスプリングの力により、レール穴に押し込まれ、確保され 

るようになっている（付図２参照）。



当該座席は、以前に修理を行った形跡があり、前記スプリングは正規部品でなく、前 

後調節ノブはトルクチューブに対し正規より２１度下向きにずれていた。当該スプリン 

グは、正規のものは自然長２５ミリメートル、弾性率３.９キログラム／ミリメートルで 

あるのに対し、取付けられていたものは自然長５０ミリメートル、弾性率１.３キログラム 

／ミリメートルであった。これらのことが重ってスプリングを取付けた状態での伸びは 

なく、ピンを押しつける力は、正規のものでは２.２キログラムであるのに対し、当該座 

席の場合はゼロであった。更にピンのリンク機構の摩耗などのガタのため、ピンの縦方 

向運動に換算して約７ミリメートルの遊びがあった。

２.７　気象に関する情報

広島空港内の広島航空測候所による気象観測値のうち、関連のものは次のとおりであった。

１６時（定時観測）

風向２２０度、風速７ノット、視程１０キロメートル、快晴、気温２３度Ｃ、露点温度９ 

度Ｃ、ＱＮＨ２９.８４インチ／水銀柱

１６時２０分（特別観測）

風向２２０度、風速７ノット、視程１０キロメートル、快晴、気温２４度Ｃ、露点温度８

度Ｃ、ＱＮＨ２９,８３インチ／水銀柱

ＪＡ３３００がタワーと交信を行った１６時１５分５０秒及び１６時１８分４１秒の風向 

は２３０度、風速は７ノットであった。この間の風向及び風速は、滑走路２２側の風向風速計 

（滑走路末端から内側へ１９９メートル、滑走路中心線から西へ６８.５メートル、鉄塔高さ７.４２ 

メートル）の自記記録からは、風向１９５～２３５度（真方位）、風速５～8.5ノットと読取られた。

２.８　事実を認定するための試験及び研究

２.８.１　離陸滑走開始後まもなく、機長座席が後方へ滑ったとの機長口述に基づき、当 

該機の機長座席、座席レール及び床板を組合わせた試験装置により、滑り試験を行った。

滑り試験は、機長座席に機長体重（７１キログラム）に相当するバラストを負荷し、 

当時機長がセットした前方から５番目のレール穴にピンを嵌合させ、米国ＦＡＡのＴＳ 

Ｏ－Ｃ３９ａ Aircraft seats and berthsによる荷重負荷点に、後向きに荷重を 

加える方法により行い、次の結果が得られた。

(1)　ピンが、レール穴に正しく嵌合している場合は、座席に約１.２ｇ相当の荷重を加え 

ても滑りを生じなかった。



(2)　ピンがレール穴に嵌合していない場合、又は嵌合が不十分な場合、座席は０.１８ｇ 

相当の荷重により滑りはじめ、後方の４個のレール穴を通り越してレール最後尾まで 

滑った。

(3)　参考のために、副操縦士座席を前記の試験装置に取付け、同様な試験を行ったとこ 

ろ、ピンがレール穴に嵌合していない場合は、０.１１ｇ相当の荷重で滑りを生じたが 

次のレール穴に嵌合して停止した。

２.８.２　当該機と同型式機を用いて、離陸滑走時の加速度測定を行った。加速度測定は、 

当該機の事故発生時の重量及び重心位置に近似させた状態（重量１,９６０ポンド、重心位 

置４０.８インチ）で、自記加速度計（前後方向）を床板面に設置して行い、次の結果が得 

られた。

(1)　通常離陸方式により加速した場合、離陸滑走を開始してから５０メートルの距離に 

達するまでの所要時間は平均６.９秒（６回平均）、同５０メートル位置における後向 

き加速度は平均０.１９ｇ（６回平均）であった。

(2)　事故機の機長座席に機長体重に相当するバラストを負荷し、ピンを正しく嵌合させ 

た場合、座席は最大０.２３ｇまでの後向き加速度で滑りを生じなかった。

(3)　前項の条件で、座席をピンの嵌合していない状態とした場合、１.４秒後、後向き加 

速度０.１６ｇ（３回平均）に達した時に座席に滑りを生じ、次のレール穴位置で停止 

した。

２.８.３　当該機の機長席レールに装着されていたストッパについて、走査型電子顕微鏡に 

よる破面調査を行ったところ、滑り及びディンプル模様が広範囲に分布しており、この 

ストッパは、機長座席のホィール・ハウジングとの衝突により、曲げ破断したものと認 

められる。

２.９　その他の参考情報

後方乱気流関連管制方式については、航空路誌及び航空保安業務処理規程に規定されてい 

るが、本事故の場合、先行着陸機はミディアム機（７トン以上１３６トン未満、ボーイング 

式７３７－２００型機の離陸最大重量は約５０トン）、後続の出発機はライト機（７トン未 

満、セスナ式１７２Ｇ型機の離陸最大重量は約１トン）であり、前記型式機の組合わせによ 

る事故発生時の飛行方式（計器飛行方式による着陸及び有視界飛行方式による出発）の場合 

についての規定はない。



３　事実を認定した理由

３.１　解析

３.１.１　機長は、適法な資格を有し、所定の航空身体検査に合格していた。

３.１.２　ＪＡ３３００は有効な耐空証明を有し、かつ所定の整備が行われていた。

３.１.３　全日空機は、滑走路２２末端から約４００メートル内側の地点付近に着陸したも 

のと推定される。

ＪＡ３３００の滑走路上での待機中、風向は２００～２４０度、風速は５～８.５ノットで 

あり、滑走路２２に対しては、ほぼ正対風であったと推定され、この間機長は全日空機 

による後方乱気流を感じていない。

米国ＡＩＭによれば、 後方乱気流は航空機の接地と同時に消滅し、それまでに発生し

た地表面に近い渦は、約５ノットの速度で地上を横方向（両翼端方向）に移動するとさ 

れている。

全日空機の推定接地点から、同機の待機位置との距離は２００メートル前後であり、 

全日空機の接地から、同機の出発までの時間間隔は、管制交信記録から２分０６秒であ 

ったことから、全日空機の発生した後方乱気流は、同機の出発までに左右の後側方へ移 

動し、同機の離陸滑走に影響を及ぼさなかったものと推定される。

３.１.４　同機は離陸滑走開始後、間もなく機長座席が後方へ滑り、座席ストッパを破壊し 

レール最後尾近くで停止したものと認められる。

同機が最初に機首上げ姿勢になった時に、機長が聞いた衝撃音は、機長座席がストッ 

パに衝突し、これを破壊した際のものと推定される。

３.１.５　同機に関する整備記録からは、昭和５２年１１月１２日（日本フライング・サー 

ビス株式会社が同機所有者と整備契約を結んだ日）以降、機長座席の前後調節ノブ及び 

スプリングの修理を行った事実はなかった。

また、同機の過去の不具合記録からは、運航中に同座席のピンが外れた事実はなかっ 

た。

３.１.６　機長は、同機に着座した際に、座席を２～３回ゆすって、シートレールの前方か 

ら５番目穴にピンを嵌合させたと口述しているが、事実を認定するための試験及び研究 

結果並びに過去の運航実績から、機長によるピンの嵌合が不完全であったために、同機 

の離陸滑走中の後向き加速度により、座席の滑りを生じたものと推定される。



３.１.７　機長座席が滑りはじめた後は、ピンをレールに押しつける力が弱く、またレール 

穴の通常使用による摩滅が重なったことにより、後方のレール穴に停止せず、ストッパ 

を破壊し、セット位置からレール最後尾付近まで、（最大行程約２６センチメートル） 

滑ったものと推定される。

３.１.８　機長は、座席が後方へ滑ると同時に操縦輪を引いてしまい、これにより、同機は 

極端な機首上げ姿勢に陥ったものと認められる。機長は、直ちに操縦輪を押して姿勢回 

服に努めたため、同機は通常姿勢にもどり、滑走を続けた。

３.１.９　機長は、後方に滑った座席に座ったまま、同機を離陸させようとしたが、操縦の 

困難な態勢であったために、操縦輪を中立位置に保つことができず、方向の維持も不可 

能であったものと推定され、同機は増速するとともに再び機首上げ姿勢となって低速で 

浮上し、滑走路の左側へ逸脱し、失速状態となって墜落したものと認められる。

３.１.１０　機長座席が後方へ滑った直後、機長が同機の離陸滑走を断念し、エンジン出力

を減少させる等の可能な措置をとれば、 同機が滑走路を逸脱したとしても、航空機等の

損傷をより少くすることが可能であったと推定される。

４　結論

４.１　解析の要約

４.１.１　本事故に、全日空機による後方乱気流の影響はなかったものと推定される。

４.１.２　機長は、座席のピンの嵌合が不完全なまま同機を出発させるために、離陸滑走中 

の加走度により、座席が後方へ滑ったものと推定される。

なお、座席がレール最後尾付近まで滑ったことには、同座席の不完全な状態が関与し 

たものと推定される。

４.１.３　機長は後方に滑った座席に座ったままで同機を離陸させようとしたが、姿勢を保 

つことができず、低速で浮上し、失速状態となって墜落したものと認められる。

４.１.４　機長座席が後方へ滑った直後、機長が同機の離陸滑走を断念すれば、 航空機等の

損傷をより少くすることが可能であったと推定される。

４.２　原因

本事故の原因は、機長による座席のピンの嵌合が不完全なまま出発したため、離陸滑走中 

の加速度により、座席が後方へ滑り、同機の操縦が困難となり、低速で浮上し、失速状態と



なったことによるものと推定される。

５　参考事項

本事故にかんがみ、運輸省航空局は「離陸滑走中及び上昇中における操縦者用座席の移動 

に起因する事故防止について、空検第３３９号、昭和５９年６月４日付」文書を航空運送事 

業者及び航空機使用事業者に送付した。

また、同文書により座席固定の確認を重複して実施するように飛行規程を改訂するよう指 

導している。



ＪＡ３３００　事故現場見取図
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